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四 国 地 方 整 備 局

災害時活動企業（地元企業）活用審査型
総合評価落札方式の試行（工事概要）について

東南海・南海地震、さらには東海・東南海・南海地震の３連動地震が、今後３０年

以内に約６０～７０％の確率で発生すると予想されています。このような大規模地震

では、広域かつ甚大な被災の発生が想定され、迅速な応急対策、早期復旧の実施体制

を構築することが必要であり、そのためには、発災直後から地域の応急復旧等を担う

地元企業を育成・確保しておくことが重要です。そこで、地元企業の健全な育成を促

進するために、競争参加者が予定している一次下請け契約のうち、災害用手持ち重機

を所有するなどの基準を満足する地元企業との契約予定を確認・評価する「災害時活

動企業（地元企業）活用審査型総合評価落札方式」を試行します。

今回の試行は、四国地方整備局で初めて実施するもので、今年度は１件の試行を予
定しています。

【対象工事】
○土佐国道事務所管内の下記工事において試行します。

・平成24-25年度 東ＩＣ地区改良第３工事（高知県南国市）：12月上旬公告予定

【災害時活動企業（地元企業）活用審査型総合評価落札方式の評価方式】
○加算点 ５５点【技術提案評価型（Ｓ型）１テーマ】

・技術提案評価（２０点）＋技術者評価、企業評価（３０点）
＋災害時活動企業（地元企業）活用評価（５点）＝５５点

災害時活動企業評価

技術提案 ＋ 技術者評価 企業評価 ＋ 【地元企業と契約予定
の一次下請額の総額

（一次下請け率）】

２０点 ＋ ３０点 ＋ ５点 ＝５５点

○以下の条件をいずれも満足する地元企業との一次下請け契約予定額の総額を評価
する。
・高知県内に本店を置いて建設業の許可を有し、かつ、四国地方整備局における

平成２３・２４年度一般競争参加資格の一般土木Ｃ等級またはＤ等級に認定さ
れている企業。

・四国建設業ＢＣＰ等審査会から｢災害時の基礎的な事業継続力を備えている建
設会社｣として認定されている企業、または、災害用手持ち重機を所有する企
業。
※災害用手持ち重機の対象は、ブルドーザ、バックホウ、クローラローダ、ホ

イールローダ、トラッククレーン、クローラクレーンとする。

＜問合せ先＞ 国土交通省 四国地方整備局 TEL:(087)851-8061
技術開発調整官 木村 正己 （内線3120）
技術管理課長 石田 和敏 （内線3311）

○技術管理課長補佐 門田 隆志 （内線3314）
※○：主たる問い合わせ先

                     　　　「公共工事の更なる品質向上を目指して」
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災害時活動企業（地元企業）活用審査型総合評価落札方式の試行

◆東南海・南海地震等の発生により甚大な被害発生が想定されており、迅速な応急対策、早期復旧の実
施体制を構築するために、発災直後から地域の復旧を担う地元企業の健全な育成基盤とする。

【評価方法】当該工事施工県内に本店を置く建設業の許可を有する企業（四国地方整備局における平成２３・２４年
度一般競争参加資格の一般土木Ｃ等級又はＤ等級に認定されている企業）で、かつ、四国建設業ＢＣＰ等審査会か
ら｢災害時の基礎的な事業継続力を備えている建設会社｣として認定された企業または災害用手持ち重機を所有す
る企業を当該工事の一次下請けとして活用する場合に評価する。

※１ 当該工事施工県内に本店を置く建設業の許可を有し、四国地方整備局における平成２３・２４年度一般
競争参加資格の一般土木Ｃ等級又はＤ等級に認定されている企業で、四国建設業ＢＣＰ等審査会の認定
証を有する又は災害用手持ち重機（対象重機はブルドーザー、バックホウ、クローラローダ、ホイールロー
ダ、トラッククレーン、クローラクレーン）を所有する企業と、当該工事の一次下請け契約の締結を予定して
いる場合に評価する。

※２ ※１に定義した一次下請け契約の締結を予定している金額の総額と入札額の比に応じて加算点を付
与する。

※ 災害用手持ち重機は特定自主検査記録等の検査記録又は機械売買契約書の写し等により下請け企業
が所有していることを証明しなければならない。

★災害時活動企業（地元企業）活用評価に必要な資料は入札書と併せて提出
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災害時活動企業（地元企業）活用審査型総合評価落札方式の試行

提出様式１

★本様式を含め、災害時活動企業（地元企業）活用評価に必要な資料は入札書と併せて提出

様式－○
平成○○年○○月○○日

支出負担行為担当官
四国地方整備局長　川﨑　正彦　殿

住所
商号又は名称
代表者氏名

　平成○年○月○日付で公告のありました平成○年度　○○工事に係る災害時活動企業（地元企業活用）評価に必要な資料を提出します。

企業名 代表者名 住所 建設業許可番号 許可年月日 等級区分 災害時復旧支援体制
下請け予定金額
（消費税込み）

担当工事内容

○○建設(株) ○○　○○
○○県○○市○○町○-
○

00-000000
平成○年○
月○日

Ｃ又はＤ

ＢＣＰ認定有り
　又は
バックホウ　○m3
ブルドーザ　○t

00,000,000円

切土　○m3
盛土　○m3
吹付け　○m2
水路工　○m　等

合計 － － － － － － 000,000,000円 －

※落札者となった場合には、提出した地元一次下請け企業と提出した下請け予定金額以上の金額で契約を締結しなければならない。なお、提出した地元１
　次下請け企業は倒産・指名停止措置などの特別な理由がある場合を除き変更を認めない。また、各企業との下請け契約額は施工条件の変更や元請け契約
　数量の変更などの理由を除き大幅な減額は認めない。

※本様式に併せて、地元一次下請け企業の見積書（様式－○）及び災害時復旧支援体制を確認するための資料（ＢＣＰ認定書、特定自主検査記録等の検査
　記録又は機械売買契約書の写し）を添付してください。

※建設業許可番号及び許可年月日は最新の許可番号、年月日を記入すること。
※等級区分は、四国地方整備局の平成２３・２４年度の一般競争参加資格における一般土木の等級区分を記入。
※本様式は入札書の提出時に合わせて提出してください。
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災害時活動企業（地元企業）活用審査型総合評価落札方式の試行

提出様式２

様式－○

平成○年○月○日
元請け企業名　殿

住所
商号又は名称
代表者氏名

工事名　：　平成○年度　○○○工事

担当工事内容　：　　切土　○m3、盛土　○m3、吹付け　○m2、水路工　○m、残土運搬　○m3

見積金額（税込み）：￥

建設業許可番号　：

建設業許可年月日　：

等級区分　：　

災害時復旧支援体制　：

※建設業許可番号及び許可年月日は最新の許可番号、年月日を記入すること。
※等級区分は、四国地方整備局の平成２３・２４年度の一般競争参加資格における一般土木の等級区分を記入。
※本様式に併せて、災害時活動企業（地元企業）活動評価に必要となる資料（ＢＣＰ認定書、特定自主検査記録等の検査記録又は
機械売買契約書の写し）を添付してください。

見　　積　　書

★本様式を含め、災害時活動企業（地元企業）活用評価に必要な資料は入札書と併せて提出
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